








































































































































































時 期 題 名
1999.5 <NO.1> 「先端科学技術と法的規制」＜生命科学技術の規制を中心に＞
1999.5 <NO.2> 「ベンチャービジネス：日本の課題」


















時 期 題 名
1999.5 <NO. 8> 「日本企業の研究開発の国際化の実状と国内研究開発体制への提言」





















































































































































































































































































































































































[2]Midori Kato, New Strategy of IT Industry with Open Source, 2000 MIS/OA international
conference, Soul, Korea, July 8-10, 2000.
[3]Midori Kato, New paradigm of R&D outsourcing, Fifth International Conference, Asia -

























































[1] Ijichi, T. and Hirasawa, R. R&D organizational process on liquid crystal display: an
internationally comparative analysis based on patents. in Kocaoglu, D.F. and Anderson, T.
R. (eds.), Technology and Innovation Management, selected papers of the Portland
International Conference on Management of Engineering and Technology, Portland, Oregon,






























[1]「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」NISTEP REPORT No. 61として1999
年5月公刊。[2]「ベンチャービジネス：日本の課題」Policy Study No. 2 (1999年5月)[3]「新ビ

































[1] 伊地知寛博 先導的研究者による産学間インタラクション −特許・学術文献データベースを

















・ 第１回：富士通  山本名誉会長
・ 第２回：ＮＥＣ 関本取締役相談役
・ 第３回：日立製作所 三田勝茂相談役





































































































[1] Hirasawa, R, "Evaluation of Publicly-Funded R&D: Basic Issues and Trends in
Management, The International Workshop on Evaluation Systems for Government-funded







































































































































































[1] Hiroyuki Tomizawa, "A theory of indicators as interfaces", Society for Social Studies of
Science, Annual Meeting 1999, San Diego, California, USA, October 26, 1999.
[2] Hiroyuki Tomizawa, "Measurement System for Innovation Competitiveness", The First
















































[1] AYANO Hiroyuki, "Consensus Conference on Gene Therapy in Japan, and
Understanding Advanced Technologies", Society for the Social Studies of Science Annual






























































































































































































































































[3] Kiba Takao 'An Interpretation of the Social Meaning of Consensus Conferences against
Paternalism in the Policy Process' at the workshop of European Participatory Technology















































































































































































































Co-Creation through Diversification - Role of Science and Technology in Region
多様性からの共創 −地域における科学技術の役割−
 A New Paradigm of Regional S&T Policy （地域科学技術政策の新パラダイム）
 Diversification in Partnership （パートナーシップの多様化）
 Diversification of Regional Economy （地域経済の多様化）
 Role of University （大学の役割）
 Infrastrucrual Institution for Regional Innovation （地域技術革新のための仕組）
 Clustering and Emergence of Knowledge （集積と知の創発）
 Science, Technology and Region （科学技術と地域）
４．特記事項
RESTPOR 2000 プログラム企画委員会委員
委員長 権田金治 科学技術政策研究所 客員総括研究官
委 員 新家健精 福島大学経済学部教授
〃 板山和彦 科学技術振興事業団 研究交流・支援促進室長
〃 鈴木 隆 科学技術庁 地域科学技術振興室長
〃 野村 隆 三重県科学技術振興センター長
〃 馬場靖憲 東京大学人工物工学研究センター教授
〃 山村武彦 株式会社優光社 代表取締役社長
〃 渡辺 孝 日本政策投資銀行 新規事業部長
〃 渡辺俊彦 科学技術政策研究所 総括上席研究官
オブザーバー


















































































報・通信、 エレクトロニクス、 ライフサイエンス、 保健・医療、 農林水産・食品、 海
洋・地球・宇宙、 資源・エネルギー・環境、 材料・プロセス、 製造、 流通、 経営・管
理、 都市・建築・土木、 交通、 サービスの１４分科会という構成で調査対象とする技術
の選定等を進めた。

















































































































委員長 平尾 泰男 放射線医学総合研究所 顧問 
委 員 上坂 充   東京大学 大学院工学系研究科 原子力工学研究施設 教授 
〃 遠藤 一太 広島大学 大学院先端物質科学研究科 教授 
〃 小方 厚   広島大学 大学院先端物質科学研究科 教授
〃 片山 武司 東京大学 大学院理学系研究科 原子核科学研究センター 教授
〃 北川 米喜 大阪大学 レーザー核融合研究センター 助教授
〃 熊谷 教孝   （財）高輝度光科学研究センター 加速器部門長
〃 熊田 雅之 放射線医学総合研究所 主任研究官
〃 小山 和義 工業技術院 電子技術総合研究所 主任研究官
〃 佐藤 勇  日本大学 原子力研究所 教授
〃 佐藤 健次 大阪大学 核物理研究センター 教授 
〃 竹田 誠之 文部省 高エネルギー加速器研究機構 助教授
〃 中島 一久 文部省 高エネルギー加速器研究機構 助教授
〃 中村 一隆 東京工業大学 応用セラミックス研究所 助教授
〃 西田 靖  宇都宮大学 大学院工学研究科 教授
〃 野田 章  京都大学 化学研究所 原子核科学研究施設 教授
〃 水本 元治 日本原子力研究所 東海研究所 中性子科学研究センター
〃      陽子加速器研究室長 （主任研究員）















































































































































































































































表１ ホームページに掲載したNISTEP REPORT の概要版（日本語版）






区分 蔵書冊数 本年度増加数 外国雑誌 国内雑誌 特殊資料レポート類
専任職
員
 冊 冊 タイトル数 タイトル数 冊 人
科学技術庁図書館 35,403 1,407 41 582      2
航空宇宙技術研究所分館 54,674 1,749 250 427 111,496 3
金属材料技術研究所分館 35,560 985 166 181  3
放射線医学総合研究所分館 59,487 1,941 265 35 3






1. 米国 国立科学財団（ＮＳＦ） (1989.1.5)
2. 米国 ハーバード大学JFK学校 (1989.2.27/2000.2.1更新)
3. 米国 シラキュース大学 (1989.5.18)
4. 英国 エジンバラ大学 日本-欧州技術研究所（ＪＥＴＳ） (1989.6.2/1998.4.1更新)
5. 米国 マサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ） (1989.6.8)
6. 英国 サセックス大学 科学政策研究所（ＳＰＲＵ） (1989.6.1/1997.1.10更新)
7. 米国 オクラホマ大学 (1989.12.15)
8. ドイツ フラウンホーファー協会 システム・技術革新研究所（ＩＳＩ） (1990.2.5/1998.10.16改訂)
9. 米国 ヴァンダービルト大学 (1991.6.10)
10. 国連大学 新技術研究所(ＩＮＴＥＣＨ) (1992.12.3)
11. 韓国 科学技術政策管理研究所（ＳＴＥＰＩ） (1993.3.8/1999.10.1更新)
12. 中国 国務院発展研究中心 (1993.4.30)
13. 欧州共同体 第12総局未来技術学研究所(ＰＲＯＭＰＴ) (1993.8.1)
14. 英国 マンチェスター大学 工学科学技術における政策研究計画（ＰＲＥＳＴ）
(1993.10.1/1997.11.7更新)
15. 米国 ジョージメイソン大学 公共政策研究所 (1994.1.1/2000.2.1更新)
16. フランス 科学技術観測所（ＯＳＴ） (1994.1.1/1999.2.8更新)
17. 中国 科学技術部科学技術促進発展研究中心 (1994.4.30/2000.1.17更新)
18. フランス 研究技術総局(ＤＧＲＴ) (1994.5.20)
19. オーストラリア マードック大学 科学技術政策研究所 (1995.1.1)
20. 米国 タフツ大学 (1995.1.1)
21. フランス ルイ・パスツール大学 (1994.10.21/1999.4.22更新)
22. オーストラリア 科学技術会議 (1994.11.29/1999.4.22更新)
23. 米国 オレゴン大学 (1995.3.14)
24. オランダ アムステルダム大学 (1998.4.1)
25. 国際機関 国際応用システム分析研究所 (1998.6.1)
26. フランス フランス鉱山大学社会技術革新センター (1995.6.28/1998.6.28更新)
27. ドイツ ミュンヘン大学 人間研究センター（ＨＷＺ） （1998.11.4)




































































































1. 韓 亨浩(Mr. Han Hyung-Ho)：韓国 科学技術処技術協力部研究管理課長
(1997.8.21〜1999.12.31、韓国政府派遣）
研究課題：国立研究機関の研究評価とその応用
2. 劉 海波(Dr. Liu Haibo)：中国 社会科学院数量経済与技術経済研究所
(1999.1.5〜2001.1.4、STAフェローシップ)
研究課題：「科学教育興ｌ国」と「科学技術立国」：中日国家振興戦略の比較
3. Dr. Sara Nerlove：米国 国立科学財団プログラムマネージャー 
(1999.3.28〜4.29、STAフェローシップ)
研究課題：Comparison of U.S.-Japan Policies on Small and Medium-Sized Businesses
4. Dr. George O'Neill：米国 米国国立科学財団コンサルタント
(1999.3.28〜4.29、STAフェローシップ）
研究課題：Comparison of U.S.-Japan Policies on Small and Medium-Sized Businesses
5. Prof. Sheila Jasanoff：米国 ハーバード大学教授、米国科学振興協会(AAAS)
(1999.6.21〜6.23、政策研外国人招招聘）
研究課題：「政策立案者としての科学審議会」に関する講演
6. Dr. Robert Horres：ドイツ ボン大学日本研究センター研究員
(1999.7.20〜10.16、STAフェローシップ）
研究課題：日本の科学技術政策の形成過程に関する研究
7. Dr. Robert Chabbal：フランス 国立科学研究センター顧問
(1999.9.5〜9.13、政策研外国人招聘）
研究課題：ファイブサークル環境における研究開発型起業の促進と支援政策の研究
'98 NISTEP Policy Study No.3をベースにした日仏事例研究
8. 張 正倫(Mr. Zhang Zhenglun)：中国 科学技術管理科学研究中心
(1999.10.31〜11.6、政策研外国人招聘）
研究課題：科学技術政策の社会的アクセプタンス
9. Mr. Michael John Lynskey：英国 オックスフォード大学
(1999.10.31〜2000.1.30、STAフェローシップ）
研究課題：産学連携とベンチャービジネスの生成：バイオテクノロジー産学のケース
10. Prof. David Gann：英国 サセックス大学SPRU教授
(1999.11.8〜11.12、政策研外国人招聘）
研究課題：プロジェクト型産業におけるイノベーションと公共政策の役割に関する研究








13. Dr. Terje Grφnning(Ph.D)：ノルウェー オスロ大学研究員
(2000.1.16〜1.22／2.9〜2.15、政策研外国人招聘）
研究課題：化学・薬品分野における日本の研究開発活動、および日本のイノベーション政策










1. Ms. Yoshiko Okubo：フランス 科学技術観測所(OST)副所長 (1999.4.1)
2. Mr. Xi Fu-xing：中国 中日長期貿易協議委員会技術設備分会１９９９年定期協議中国代表
団、対外貿易経済合作部科技司司長（中国） (1999.4.14)
3. Prof.Mordechai Sokolov：イスラエル テルアビブ大学工学部教授兼情報分析予測学際セン
ター所長 (1999.4.20)
4. Dr. Albert H. Teich：米国 科学振興協会（ＡＡＡＳ）科学政策計画課長(1999.5.17 〜18)
5. Dr. Marek Witczak：ポーランド 情報処理センター科学研究部次長 （1999.5.20）
6. Mr. Lennart Stenberg：駐日スウェーデン大使館科学技術部科学技術参事官 (1999.5.24)
7. Dr. Yuri D. Denisov：ロシア 科学アカデミー東洋研究所上席研究官 (1999.5.27)
8. Dr. Christoph von Braun：独国 経営コンサルタント (1999.5.31)
9. Dr. Nguyen Viet Nghia：ベトナム 科学技術情報文書センター主任 (1999.6.8、6.21〜6.25)
10. Dr. Chiristopher T. Hill：米国 ジョージメイソン大学公共政策研究所教授 (1999.6.9)
11. Mr. Herbert J. Allegeier：EU 欧州委員会共同研究センター総局長 (1999.6.10)
12. Mr. William J. Spencer：米国 SEMATECH会長 (1999.6.10)
13. Prof. David C. Mowery：米国 UCバークレー校教授 (1999.7.2)
14. Dr. Park, Joon-Kyong：韓国 開発研究院先任研究委員 (1999.7.6)
15. Ms. Khadijia Hassan Talman：オマーン国外務省経済技術協力局次長 (1999.7.9)
16. Mr. Ahti Salo：フィンランド ヘルシンキ工科大学教授 (1999.7.9)
17. Dr. Moon, Hiwhoa：韓国 慶烈大学教授 (1999.7.16)
18. Dr. Marc Humbert：フランス レンヌ第一大学経済学部教授 (1999.7.19)
19. Dr. Young S. Lee：米国 アイオワ州立大学教授 (1999.7.20)
20. Mr. William A. Blanpied：米国大使館米国国立科学財団東京事務所所長 (1999.7.27)
21. Dr. Henri Angelino：在日フランス大使館参事官 (1999.8.13)
22. Dr. Heeseung Yang：韓国科学技術評価院研究事業調査評価団長 (1999.8.18)
23. Dr. Aymen A.Kayal：サウジアラビア キング・ファド石油鉱山大学教授 (1999.8.20)
24. Dr. S. W. Collins：米国 ワシントン大学助教授 (1999.8.23〜8.27)
25. Dr. Martin Fransman：英国 エジンバラ大学日本・欧州研究センター所長 (1999.9.13)
26. Dr. Kwang Nham Kang：韓国 韓国科学技術政策研究院院長 (1999.9.14)
27. Dr. Jan Baldem Mennicken：ドイツ 日独協力評議会 (1999.9.17)
28. Mr. Brian Ferrar：英国 貿易産業省管理業務課長 (1999.9.30)
29. Dr. Zhao, Xuewen：中国 中国国家自然科学基金委員会政策局局長・教授 (1999.10.21)
30. Mr. Mark Sinisoo：在日エストニア大使 (1999.10.28)
31. Mr. Dominique Guellec：OECD科学技術産業局経済分析統計課員 (1999.11.4)
32. Mr. Keith Pavitt：英国 サセックス大学教授 (1999.11.22)
33. Dr. Lee Dal-Hwan：韓国 科学技術政策研究院研究委員 （1999.12.20）
34. Dr. Anung Kusnowo：インドネシア 科学院総務担当局長 (2000.1.21)
35. Prof. Jon Sture Sigurdson：スウェーデン ストックホルム経済大学教授 (2000.2.16)
36. Prof. Zeng Guoping：中国 清華大学科学技術及び社会研究所所長 (2000.2.17)
37. Prof. Syed Jalaludin：マレーシア プトラ大学副学長 (2000.3.1)
38. Dr. Joe Coates：米国 コーテツアンドジャレット社長 (2000.3.16)









3. No.65 「日本の技術輸出の実態」（平成９年度） 
（情報分析課 2000.1）
POLICY STUDY
1. No. 1 「先端科学技術と法的規制」＜生命科学技術の規制を中心に＞
（第２調査研究グループ 1999.5）
2. No. 2 「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」 
（第１研究グループ 1999.5）
3. No. 3 「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革」
−「科学技術・新産業創造立国実現」へのシナリオ −
（第１研究グループ 1999.5）
4. No. 4 「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析」
〜政策変遷、予算および論文生産の時間的推移をめぐって 〜
5. （第２研究グループ 1999.6）























1. No. 8 「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
（第１研究グループ 田中 茂 1999.5）
2. No. 9 「ITを用いた資材調達活動の国際比較」
（第１研究グループ 榊原 清則 三木 康司 1999.5）
3. No.10 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
（情報分析課 和田 哲夫 吉水 正義 1999.6）
4. No.11 「先端的情報システムと日本企業の課題」
（第１研究グループ 榊原 清則 1999.7）
5. No.12 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究」 − 「モード2」の時
代において集団的創造性を高めるために − 
（第１調査研究グループ 前澤 祐一 1999.8）
6. No.13 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也 1999.10）
7. No.14 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（その１）」
（第１研究グループ 竹下 貴之 2000.1）
8. No.15 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也，第３調査研究グループ 権田 金治 2000.2）
（２）講演会の開催
1)邦人講演




1999. 4.26 Dr. Sara B.Nerlove （米国国立科学財団(NSF)プログラムマネージャー）
Dr.George J.O'Neill (米国国立科学財団(NSF)コンサルタント)
「Preliminary Comparisons of Japanese & USA Government Policies and Programs to
SupportInnovation Research at Small & medium Enterpries(SME)」
5.17 Dr. Albert H. Teich（米国科学振興協会(AAAS)科学政策計画課長）
「米国における研究開発費等の意志決定システム」
「ＡＡＡＳの予算分析」
5.18 Dr. Albert H. Teich（米国科学振興協会(AAAS)科学政策計画課長）
「米国の研究開発予算内容の動向と今後の展望」
「米国における科学技術政策の実務的専門家の要請制度」
5.31 Dr. Christoph Von Braun(経営コンサルタント）
「Industrial Inovation-how much is too much ?」
6.11 Dr. Christopher T. Hill (ジョージメイソン大学公共政策研究所教授)
「Technology commercialization Policy」
7. 2 Mr. William J. Spencer (Semateche会長)
「半導体産業におけるＲ＆Ｄの協力について」
Prof. David C. Mowery (カリフォルニア大学バークレー校教授)
「半導体産業におけるＲ＆Ｄの協力について」
7.30 Prof. Yong Lee (アイオワ州立大学教授)
「研究と技術の移転についての大学と産業界との協力 —米国の経験からの教訓 —」
9.10 Dr. Robert Chabbal (フランス国立科学研究センター顧問)
「Recent Development of Technology Oriented Start-ups in France」
9.30 Mr. Brian Ferrar：（英国貿易産業省管理業務課長）
「英国の科学技術予測」について
11. 4 Mr. Zhang Zhenglun 中国科学技術協会管理科学センター副主任
「中国を含む科学技術意識調査の国際比較に関する研究」
11.11 Dr. David Gann (英国サセックス大学科学政策研究所(SPRU)教授)
「New Mechanisms for Governments Support of industrial R&d」
11.17 Dr. Robert Cole (米国カリフォルニア大学バークレー校教授)
「Organizational Discontinuity in the U.S. and Japanese High Technology Sector」
3.16 Joe.Coates(コーテツアンドジャレット社長)
「２１世紀の先端技術について」
3.28 Dr. Sandor Toth(ハンガリー教育省科学技術政策会議局長(STAフェロー))



















（座長） 所長 柴田 治呂
（座長代














第１回 富士通（株）名誉会長 山本卓眞（2000.2.4） 
第２回 日本電気（株）取締役相談役 関本忠弘（2000.2.15）
第３回 （株）日立製作所 相談役 三田勝茂（2000.3.2）
第４回 フューチャーシステムコンサルティング（株）社長 金丸 恭文（2000.3.21）
（４）所内セミナーの開催










































































































































































































<No.13>「Defining Basic Reserch in Japanese Companies & Science in Japanese



































































































<No.59>「Regionalization of Science and Technology in Japan : The Framework of



































（第１研究グループ 後藤 晃，古賀 款久，鈴木 和志 1997.11）
<No.5>「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」
（第１研究グループ 永田 晃也 1998.3）
<No.6>「大学などからの技術移転成功事例におけるアクター分析」
（第2研究グループ 新井 英彦 1998.3）
<No.7>「特許と文学論文の形態比較」
〜記述形式・内容分析とインタビューによる執筆動因分析 〜
（第２研究グループ 藤原 直也，垣 裕子 1998.10）
<No.8>「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
（第１研究グループ 田中 茂 1999.5）
<No.9>「ITを用いた資材調達活動の国際比較」
（第１研究グループ 榊原 清則，三木 康司 1999.5）
<No.10>「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
（情報分析課 和田 哲夫，水 正義 1999.6）
<No.11>「先端的情報システムと日本企業の課題」
（第１研究グループ 榊原 清則 1999.7）
<No.12>「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究」
−「モード2」の時代において集団的創造性を高めるために −
（第１調査研究グループ 前澤 祐一 1999.8）
<No.13>「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也 1999.10）
<No.14>「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（その
１）」
（第１研究グループ 竹下 貴之 2000.1）
<No.15>「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
























































































































５６）Dr. William G. Wells, Jr. The George Washington University School of Business














































所 属 職 名 氏 名 在 職 期 間
所長 佐藤 征夫 H 9. 7. 1 〜 H11. 7. 6
所長 柴田 治呂 H11. 7. 6 〜
総務研究官 國谷 実 H 9.10.10 〜 H11. 7.5
総務研究官 木村 良 H11. 7. 6 〜
総務課 課長 安藤 忠志 H 9. 4. 1 〜 H12.3.31
課長補佐 併 太田 政孝 H10. 5. 1 〜
庶務係長 多田 敏行 H10. 4. 1 〜
主任 五島登美子 H 4. 1. 1 〜
細貝 智之 H10. 4. 9 〜
併 吉武ミツエ H10. 4. 1 〜
経理係長 林 淳 H 9. 4. 1 〜 H11. 5. 1
経理係長 真保 成男 H11. 5. 1 〜
秋田のぞみ H 6. 1. 1 〜
用度係長 併 太田 政孝 H10. 5. 1 〜
関屋 忠治 H11. 4. 1 〜
自動車運転手 井口 直孝 H10. 6.30 〜 H11.10.1
自動車運転手 関根 秀雄 H11.10. 1 〜
事務補助員 美濃部友理子
H10.10. 1 〜 H11.10.
1
事務補助員 山口 温子 H11.10. 1 〜H11.10.31
事務補助員 中村 秀子 H11.11. 2 〜 H12.
3.30
企画課 課長 植田 昭彦 H10. 6.30 〜
課長補佐 小野 秀明 H 9. 7.16 〜 H11. 8.1
課長補佐 丸山 秀明 H11. 8. 1 〜
国際研究協力
官 山口 治 H 7.11. 1 〜
企画係長 併 小野 秀明 H10. 4. 1 〜 H11. 8.1
企画係長 併 丸山 秀明 H11. 8. 1 〜
竹下 貴之 H11. 4.21 〜
業務係長 宮本 祐吾 H 9. 1. 1 〜
神田由美子 H11. 4. 1 〜 H11.4.21
併 大山 真未 H11. 6.22 〜
事務補助員 鈴木恵理子 S61.12.25 〜
情報分析課 課長 吉水 正義 H 9. 7.16 〜 H12.3. 1
課長 相馬 融 H12. 3. 1 〜
課長補佐 併 吉水 正義 H11. 3.10 〜 H12.3. 1
課長補佐 併 相馬 融 H12. 3. 1 〜
情報係長 併 山口 治 H 7.11. 1 〜
資料係長 併 吉武 ミツエ H11. 4. 1 〜
神田 由美子 H11. 4. 1 〜
分析第１係長 石黒 裕康 H 9. 7. 1 〜
分析第２係長 併 山口 治 H 7.11. 1 〜
調査官 下村 智子 H10.11.16 〜
併 衛藤 康子 H 8.11.11 〜
併 吉沢 道子 H10. 4. 1 〜
併 岡本 信司 H11. 4. 1 〜 H12.3.31
技術補助員 久野美津子 H10. 4. 1 〜 H12.3.30
事務補助員 清水亜矢子 H10. 7.15 〜
第１研究グループ 総括主任研究官 榊原 清則 H10. 4. 1 〜
主任研究官 瀬谷 道夫 H 6. 6.16 〜
研究員 古賀 款久 H 9. 4. 1 〜
研究員 伊地知寛博 H10. 5. 1 〜
芳賀沼聡子 H 8. 5. 1 〜 H11.4.12
原 真太郎 H11. 4.12 〜
併 竹下 貴之 H12. 1. 1 〜
併 田中 茂 H10. 4. 1 〜 H12.3.31
事務補助員 下田眞奈美 H 6. 4. 2 〜
第２研究グループ 総括主任研究官 平澤 冷
H 9.10. 1 〜 H12.
3.31
主任研究官 柿崎 文彦 S63. 7 .1 〜
主任研究官 富澤 宏之 H 8.10. 1 〜
主任研究官 藤垣 裕子 H 8.10. 1 〜 H12.3.31
併 武内 信雄 H10. 6.16 〜 H11.
9.30
併 渡部 康一 H 9. 7. 1 〜 H11. 7. 6
事務補助員 中澤 真弓 H10. 7.21 〜H11.10.31










扱 木村 良 H11.11.10 〜
上席研究官 和田 幸男 H 9. 7. 1 〜
上席研究官 中田 哲也 H11. 4. 1 〜 H12. 2.8
上席研究官 小泉 勝利 H12. 2. 1 〜
上席研究官 武内 信雄 H10. 6.16 〜 H11.9.30
上席研究官 併 佐野 享子 H10. 7.21 〜 H11. 7.6












扱 木村 良 H11. 7. 6 〜
上席研究官 木場 隆夫 H 7. 7.17 〜
上席研究官 大山 真未 H 9. 4. 1 〜
研究官 渡部 康一 H 9. 7. 1 〜 H11. 7. 6
併 岡本 信司 H11. 8. 2 〜
併 寺川 仁 H11. 4. 1〜
事務補助員 併 大貫佐知子 H 9. 7.25 〜 H11. 9.1




官 渡辺 俊彦 H 9. 7.16 〜
上席研究官 太田 政孝 H10. 5. 1 〜
併 柿崎 文彦 H 9. 7.16 〜




官 桑原 輝隆 H 9. 7. 1 〜
上席研究官 田中 茂 H10. 4. 1 〜 H12.3.31
上席研究官 新名 秀章 H10. 4. 1 〜
上席研究官 寺川 仁 H11. 4. 1 〜 H12.3.31
上席研究官 岡本 信司 H11. 4. 1 〜 H12.3.31
研究官 横尾 淑子 H11. 4. 1 〜
研究官 須藤 正幸 H11. 4.12 〜
併 瀬谷 道夫 H 9. 7.16 〜
事務補助員 早坂 ルミ H10.10.28 〜
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